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１ 法人の長によるメッセージ 

 

私たちが生きる日本の現代社会は、少子高齢化が進行するなかで、資本化とグローバル化

が電子（デジタル）情報の利活用によって高度に進展し、DX の名のもとで生活や活動の新

しい様式（New Normal）が開発され普及し、各種組織や社会構造全体が大きな変革期を迎

えています。また、新型コロナウィルス感染症の蔓延が繰り返され、気候変動や国際紛争等

により、人類が大きな危機に面しています。 

こうした時代にあって、私たちは、人類の持続的可能性を担保する礎として、将来の社会

を担う人材の育成と諸科学の振興を止めず、それらに携わる人々の安全と生活を確保する

ことの大切さを、今一度しっかりと認識しなければなりません。そして、そこでは、わが国

の公教育を支える私立学校の存在意義は、益々重要になっているということができます。そ

れは、私立学校が、社会のさまざまなリソースを活用して、歴史と伝統に支えられた建学の

精神のもとに個性と多様性を発揮し、教育と研究を継続発展させているからにほかなりま

せん。 

日本私立学校振興・共済事業団は、私立学校の教育の充実及び向上並びにその経営の安定

並びに私立学校教職員の福利厚生を図るため、補助金の交付、資金の貸付けその他私立学校

教育に対する援助に必要な業務を総合的かつ効率的に行うとともに、私立学校教職員共済

法（昭和 28 年法律第 245 号）の規定による共済制度を運営し、もって私立学校教育の振興

に資する機関です。助成業務を拡充するため、事業団は政府の全額出資を受けており、令和

4 年 3 月末現在の資本金 1,086 億 7,786 万 3,000 円となっています。 

日本私立学校振興・共済事業団は、社会の負託に応えて私立学校の果たす機能の充実を図

ることを責務として、私立学校の活動に対する「助成業務」と、私立学校に働く教職員の福

利厚生の向上のための「共済業務」とを遂行しています。「助成業務」では、①補助事業、

②貸付事業、③助成事業、④寄付金事業（受配者指定寄付金、若手・女性研究者奨励金、学

術研究振興基金）、⑤減免資金交付事業、⑥経営支援・情報提供事業により、私立学校教育

を支えるために必要な支援を総合的かつ効率的に行っています。「共済業務」では、①短期

給付（健康保険）事業、②年金等給付事業、③福祉事業（保健・医療・宿泊・貯金・貸付け

等）を運営しています。現下の厳しい社会情勢のもとにあっても、効果的な補助金の配分、

長期・低利融資の実施、寄付金募集活動の支援、経営支援・相談、授業料減免に対する支援

などの充実・強化に努め、私学共済の加入者・被扶養者・年金受給者の方々の福利厚生の向

上に努めて参ります。 
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未来を拓く人を育むこと、それに従事する人々を支えることが大切であるとの価値観を

共有する皆さまのご理解とご協力を得て、私立学校の振興と私立学校教職員の福利厚生向

上に努めて参ります。引き続き、日本私立学校振興・共済事業団の事業活動に対しまして、

温かく力強いご理解とご協力を賜りますよう、心からお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本私立学校振興・共済事業団 

理 事 長  福 原 紀 彦  

 

 

「未来への希望のために開かれた 

  日本私立学校振興・共済事業団の窓（扉）」 

 

シンボルマークは、事業団の英語名称「Promotion and Mutual Aid Corporation for Private Schools of Japan」

の頭文字「PMAC」を、一つの建物のようなイメージにデザインし、各文字がまっすぐ伸び私立学校をしっかりと  

支える柱を表しています。ブランドカラーについては、知性、清潔、安心を感じさせる紺色をベースに、「M」の文字

を反転させ、この建物の開かれた窓（扉）を表現し、ここに、明るい未来や希望を感じさせるオレンジを用いていま

す。2つの窓（扉）は、「助成業務」「共済業務」を表現しています。 
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２ 法人の目的、業務内容 

 

（１）法人の目的（日本私立学校振興・共済事業団法 第 1条） 

事業団は、私立学校の教育の充実・向上及びその経営の安定並びに私立学校教職員の福利

厚生を図るため、補助金の交付、資金の貸付けその他私立学校教育に対する援助に必要な業

務を総合的かつ効率的に行うとともに、私立学校教職員共済法（昭和 28 年法律第 245 号）

の規定による共済制度を運営し、もって私立学校教育の振興に資することを目的としてい

ます。 

 

（２）業務内容 

 〔助成業務〕 

ア 補助事業 

私立大学等経常費補助金の交付 

 

イ 貸付事業 

学校法人等に対する施設設備整備その他経営のために必要な資金の貸付 

 

ウ 助成事業 

私立学校教職員の研修に対する助成金の交付 

 

エ 寄付金事業 

受配者指定寄付金の受入と配付、寄付金の受入と若手・女性研究者奨励金の配付 

 

   オ  学術研究振興基金・資金事業 

学術研究振興基金の受入と学術研究振興資金の交付 

 

カ 経営支援・情報提供事業 

私立学校に対する経営相談及び教育・経営に関する情報の収集、分析、提供 

 

キ 減免資金交付事業 

授業料等減免費交付金の交付 
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〔共済業務〕 

ア 短期給付事業 

加入者の病気、負傷、出産、死亡、休業若しくは災害又は被扶養者の病気、負

傷、出産、死亡若しくは災害等に関する健康保険にあたる給付 

 

イ 厚生年金給付事業 

厚生年金保険法に規定する加入者の老齢、障害又は死亡に関する年金にあた

る給付 

 

ウ 退職等年金給付事業 

加入者の退職、障害又は死亡に関する年金にあたる給付 

 

エ 福祉事業 

加入者及び被扶養者の福祉を増進するための福利及び厚生に関する事業 
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３ 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

令和 4年度の文部科学省の政策体系は 13 項目から構成されていますが、事業団の各業務

と文部科学省の政策ごとの予算との対応関係につきましては、以下のとおりとなります。 

 

文部科学省の政策 予算科目 事業団の業務 

私立学校の振興 
私立大学等経常費補助金 

私立大学等研究推進費補助金 

私立大学等に対し経常的経費を

補助する事業 

 

私立学校の振興 

授業料等減免費交付金 

高等教育負担軽減実施体制整備費

補助金 

私立大学等に対し授業料等減免

に要する資金を交付する事業 

私立学校の振興 
基礎年金等日本私立学校振興・共

済事業団補助金 
厚生年金等の給付事業 

私立学校の振興 
日本私立学校振興・共済事業団補

助金 

・短期、厚生年金等の給付事務

事業 

・特定健康診査等の事業 

 

また、厚生労働省の一般会計から、短期給付事業に対して「高齢者医療運営円滑化等補助

金」を、年金特別会計基礎年金勘定及び厚生年金勘定から厚生年金給付事業に対して「国家

公務員共済組合連合会等交付金」を受けています。 
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４ 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

 

【運営基本理念】 

事業団は、私学振興に係る業務を総合的に実施し、私立学校における教育と研究の充実、

向上及び経営の安定に寄与するとともに、教職員の福利厚生の充実を図り、私学振興の先

導的な拠点として、日本の教育・研究の発展に貢献してまいります。 

 

【運営方針】 

 

 〔助成業務〕 

私立学校の教育の充実及び向上並びにその経営の安定を図るため、補助金の交付、資

金の貸付け、受配者指定寄付金の受入れ・配付、学術研究振興資金の交付、経営相談そ

の他私立学校教育に対する援助に必要な業務を総合的かつ効率的に行い、もって私立

学校教育の振興に資することを目的としています。 

 

近年の情報化やグローバル化、少子化等の影響により学校法人を取り巻く環境は大

変厳しいものがあります。現在、学校法人は、多様化する社会情勢に対応すべく、教育

改革や管理・運営体制の強化に取り組み、組織の見直し、教育研究面、経営・財政面の

改革等を真剣に進めており、具体的な私学振興方策の中核的な担い手である事業団の

果たす役割はますます重要なものとなってきています。 

 

このような状況の中で事業団は、今後とも国の基本的な政策目標を踏まえ、私学団体

等との連携を図りつつ、学校法人に対する経営支援をはじめとする業務について、その

重点化、効率化に努めるとともに一層の充実・強化を図っていきます。 

 

なお、助成業務については、国から運営費交付金等の業務運営に係る補助を受ける

ことなく、主として貸付事業の収益によって、人件費を含む全ての事務・事業に係る

経費を賄っており、今後とも自主的・自立的運営を進めてまいります。また、業務運

営に係る費用を上回る収益が出た場合には、私立学校の教職員の研修事業等に対する

助成を行うこととしています。 

 



- 9 - 

 

 〔共済業務〕 

 

   私立学校教職員共済法に基づき、私立学校教職員の相互扶助事業として、私立学校教

職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病

気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関する給付及び福祉事業を行う共済制度を設け、

私立学校教職員の福利厚生の充実を図り、もって私立学校教育の振興に資することを

目的としています。 

 

   私立学校教職員共済制度は、国の社会保障制度の一環として事業団が運営しており、

加入者等へのサービスの向上及び適正かつ効率的な業務運営に向けた取り組みを積極

的に進めるとともに、医療保険制度改革及び年金制度改革等の課題に適切に対応し、更

なる長期安定的な制度運営の確立を図り業務を遂行していきます。 

 

   また、共済業務にかかる費用の財源については、掛金及び保険料が主なものとなって

おり、適切な掛金率及び保険料率の設定を行って事業を運営することに努めています。 
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５ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 

（１）ガバナンスの状況 

① 主務大臣 

事業団の役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務、また各事業に関する事

項については、主務大臣は文部科学大臣となっています。 

 

 業務内容 主務大臣 

１ 役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務 文部科学大臣 

２ 

助成業務（補助事業、貸付事業、助成事業、寄付金事業、

学術研究振興基金・資金事業、経営支援・情報提供事業、

減免資金交付事業） 

文部科学大臣 

３ 共済業務（各種給付事業、福祉事業） 文部科学大臣 

 

 

② ガバナンス体制図 

ガバナンスの体制は次頁のとおりです。 
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内部統制委員会

中期計画・実績評価部会

情報セキュリティ委員会

日本私立学校振興・共済事業団のガバナンス体制図

独立行政法人
評価制度委員会

①
承
認

財務部 各部総務部

運営
審議会

理事長
共済
運営
委員会

目
標
等
の
指
示
等

委
嘱

任
命

②任命

目標案の諮問・答申等

任
命

理事
（理事会等）

主務大臣

任
命

選
任

共済
審査会

監事
会計

監査人

委
嘱

 

 

内部統制システムの整備の詳細については、助成業務方法書、共済運営規則をご参照くだ

さい。（事業団のホームページに掲載しております） 

 

 

 

（内部統制に関する委員会等） 
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③ 審議等機関 

・運営審議会 

事業団には、理事長の諮問に応じ、事業団の業務の運営に関する基本的事項につい

て審議するため、日本私立学校振興・共済事業団法の定めるところにより運営審議会

が設置されています。運営審議会は、10 人以内の委員で組織され、委員は事業団の

業務の適正な運営に必要な学識経験を有する者で、理事長が文部科学大臣の承認を

受けて任命することとなっています。委員の任期は 2年です。 

 

・共済運営委員会 

事業団には、共済業務の適正な運営を図るため、私立学校教職員共済法の定めると

ころにより共済運営委員会を設置しています。共済運営委員会は、文部科学大臣が委

嘱する 21人以内の委員で組織され、委員の任期は 2年です。 

 

・共済審査会 

事業団には、私立学校教職員共済法に規定する加入者の資格に関する決定等に対

する不服を審査するため、同法の定めるところにより共済審査会が設置されていま

す。共済審査会は、文部科学大臣が委嘱する 9 人の委員で組織され、委員の任期は

2 年です。 
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（２）役員等の状況 

① 役員の状況 

 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

役 職 氏    名 任  期 担 当 経         歴 

理事長 福 原 紀 彦 

自 令和 4年 

7 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

 

昭和59年 4月 

平成 7年 4月 

16年 4月 

23年11月 

30年 5月 

令和 4年 7月 

杏林大学社会科学部助手 

中央大学法学部教授 

中央大学法科大学院教授・弁護士 

中央大学学長・（学）中央大学総長 

中央大学学長・（学)中央大学理事

日本私立学校振興・共済事業団理事長(現在) 

理 事 

(常勤) 
小 瀬 孝 雄 

自 令和4 年 

1 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

経営情報・ 

助成 

昭59年 4月 

平成19年 4月 

25年 4月 

31年 4月 

 令和 3年 4月 

日本私学振興財団採用 

日本私立学校振興・共済事業団企画室参事 

日本私立学校振興・共済事業団助成部長 

日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター長 

日本私立学校振興・共済事業団理事（現在） 

理 事 

(常勤) 
松 尾 勝 

自 令和 4 年 

4 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

企画・総務 

・融資 

昭和59年 4月 

平成17年10月 

27年 6月 

27年 7月 

令和 4年 4  月 

三菱信託銀行（株）採用 

三菱UFJ信託銀行（株）ニューヨーク支店次長 

三菱UFJ投信（株）常務取締役 

三菱UFJ国際投信（株）常務取締役

日本私立学校振興・共済事業団理事(現在) 

理 事 

(常勤) 
小 松 弘 和 

自 令和4 年 

1 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

財務・ 

共済総括 

年金・福祉 

昭和53年 7月 

平成22年 4月 

29年10月 

31年 4月 

令和 2年 4  月 

私立学校教職員共済組合採用 

日本私立学校振興・共済事業団システム管理室参事  

同 財務部長 

同 審議役 

日本私立学校振興・共済事業団理事(現在) 

理 事 

(非常勤) 
小 野 祥 子 

自 令和 4 年 

1 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

 

昭和57年 4月 

63年 4月 

平成 7年 4月 

26年 4月 

28年 5月 

東京女子大学採用 

同 文理学部助教授 

同 文理学部教授 

同 学長(30年 3月まで) 

日本私立学校振興・共済事業団理事(非常勤)(現在) 

理 事 

(非常勤) 
川 並 弘 純 

自 令和4年 

４月 1 日 

至 令和 6 年 

3月31日 

 

平成元年 4月 

23年 5月 

23年 5月 

23年 7月 

31年 4月 

(学)東京聖徳学園採用 

(学)東京聖徳学園理事長(現在) 

聖徳大学・聖徳短期大学部学長(現在) 

(学) 東京聖徳学園学園長(現在) 

日本私立学校振興・共済事業団理事(非常勤)(現在) 
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役 職 氏    名 任  期 担 当 経         歴 

理 事 

(非常勤) 
近 藤 彰 郎 

自 令和 4 年 

1 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

 

昭和53年 4月 

平成 7年 4月 

7年 4月 

8年 4月 

30年 1月 

八雲学園高等学校採用 

(学)八雲学園理事長(現在) 

八雲学園高等学校校長(現在) 

八雲学園中学校校長(現在) 

日本私立学校振興・共済事業団理事(非常勤)(現在) 

理 事 

(非常勤) 
高 柳 元 明 

自 令和 4 年 

1 月 1 日 

至 令和 5 年 

12月31日 

 

昭和58年 7月 

63年 2月 

平成 6年12月 

13年 1月 

令和 2年 1月 

文部教官(東北大学医学部付属病院助手)採用 

(学)東北薬科大学理事 

(学)東北薬科大学副理事長 

(学)東北医科薬科大学理事長(現在） 

日本私立学校振興・共済事業団理事(非常勤)(現在) 

監 事 

(常勤) 
鳥 井 幸 雄 

自 令和元年 

10月 1 日 

至 令和 4 事業 

年度の財務 

諸表の承認日 

 

昭和52年 4月 

平成19年 4月 

19年 6月 

22年 6月 

26年 1月 

(学)早稲田大学採用 

同 文化推進部事務副部長 

同 総務部調査役 

同 財務部長(25年 11月まで) 

日本私立学校振興・共済事業団監事(現在) 

監 事 

(非常勤) 
永和田隆一 

自 令和元年 

10月 1 日 

至 令和 4 事業 

年度の財務 

諸表の承認日 

 

昭和58年 1月 

平成19年 4月 

23年 4月 

27年 4月 

令和元年10月 

(学)神奈川大学採用 

同 財務部長 

同 事務局次長(兼)財務部長 

同 理事・事務局長(令和元年 9月まで) 

日本私立学校振興・共済事業団監事(非常勤)(現在) 
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② 運営審議会委員名 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

会 長 黒 田 壽 二 （ 金 沢 工 業 大 学 学 園 長 ・ 総 長 ） 

 江 上 節 子 （ 武 蔵 大 学 名 誉 教 授 ） 

 小 原 芳 明 （ 玉 川 学 園 理 事 長 、 玉 川 学 園 長 ） 

 北 山 禎 介 （ （株） 三 井 住 友 銀 行 名 誉 顧 問 ） 

 関 口  修 （ 郡 山 開 成 学 園 理 事 長 ） 

 田 中 愛 治 （ 早 稲 田 大 学 総 長 ） 

 谷 岡 一 郎 （ 谷 岡 学 園 理 事 長 、 大 阪 商 業 大 学 学 長 ） 

 橋 本 五 郎 （ 読 売 新 聞 特 別 編 集 委 員 ） 

 宮  直 仁 （ 宮 直 仁 公 認 会 計 士 事 務 所 長 ） 

 吉 田  晋 （ 富 士 見 丘 学 園 理 事 長 ） 
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③ 共済運営委員会委員名 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

会 長 谷 岡 一 郎 （ 谷 岡 学 園 理 事 長 、 大 阪 商 業 大 学 学 長 ） 

 阿 河 久 志 （ 清 明 学 園 初 等 学 校 教 頭 ） 

 安 達  毅 （ 大 森 学 園 高 等 学 校 理 事 、 校 長 付 ） 

 和 泉  巧 （ 東 京 理 科 大 学 事 務 総 局 副 局 長 、 財 務 部 長 ） 

 岩 井 絹 江 （ 渡 辺 学 園 常 務 理 事 、 学 園 運 営 室 長 ） 

 奥 田 吾 朗 （ 大 阪 国 際 学 園 理 事 長 ） 

 川 上 裕美子 （ 東 京 音 楽 大 学 付 属 高 等 学 校 副 校 長 ） 

 権 丈 英 子 （ 亜 細 亜 大 学 経 済 学 部 長 、 教 授 ） 

 公 江  茂 （ 武 庫 川 学 院 特 別 顧 問 、 監 査 室 長 ） 

 小 林 光 俊 （ 敬 心 学 園 理 事 長 ） 

 嵯 峨 実 允 （ 藤 華 学 院 理 事 長 ） 

 坂 本 純 一 （ Ｊ Ｓ ア ク チ ュ ア リ ー 事 務 所 代 表 ） 

 角 谷 正 雄 （ 金 城 幼 稚 園 園 長 ） 

 高 岡  淳 （ 関 西 大 学 法 人 本 部 長 ） 

 戸 谷 泰 之 （ 東 京 都 生 活 文 化 局 私 学 部 長 ） 

 中 村 貞 雄 （ 青 山 学 院 評 議 員 、 青 山 学 院 初 等 部 部 長 ） 

 西 村 万里子 （ 明 治 学 院 大 学 法 学 部 教 授 ） 

 平 方 邦 行 （ 日 本 私 学 教 育 研 究 所 理 事 、 所 長 ） 

 武 藤 稔 彦 （ 東 京 聖 徳 学 園 総 務 部 長 代 理 兼 人 事 課 長 ） 

 矢 口 悦 子 （ 東 洋 大 学 学 長 ） 
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④ 会計監査人の名称 

 

EY 新日本有限責任監査法人 

 

 

（３）職員の状況 

助成業務の常勤職員は令和 4年度末現在 107 人（前年比 -3 人）で、平均年齢は 41.3

歳（前年比 -0.1 歳）となっています。このうち、国等からの出向者は 0人、民間から

の出向者は 0人、令和 5年 3月 31 日退職者は 3人です。 

共済業務の常勤職員は令和 4年度末現在 1,145 人（前年比 -19 人）で、平均年齢は

41.6 歳（前年比 ＋0.3 歳）となっています。このうち、国等からの出向者は 1人、民

間からの出向者は 1人、令和 5年 3月 31 日退職者は 59人です。 
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（４）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要な施設等 

 

   特にありません。 

 

② 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

 

   特にありません。 

 

③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

 

   特にありません。 

 

 

（５）純資産の状況 

① 資本金の状況 

助成業務を拡充するため、助成勘定において資本金の全額を国から受けており、令和

4年度末の資本金（政府出資金）は108,678 百万円（うち債権出資1,759 百万円）となっ

ています。 

（単位：百万円） 

区    分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

政 府 出 資 金 108,678 ―     ― 108,678 

資 本 金 合 計 108,678 ―     ― 108,678 

 

   なお、共済業務につきましては、事業開始にあたり国から政府出資金を受けていませ

んので、資本金はありません。 

 

 

② 目的積立金等の状況 

該当はありません。 
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（６）財源の状況

①短期勘定

【財源の内訳】
（単位：百万円）

区分 金額 構成比率（％）
短期給付事業収入 337,442 99.6%
補助金等収入 1,281 0.4%
事業外収入 130 0.0%

合計 338,853 100%

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【自己収入に関する説明】

　短期給付事業収入が収入全体の99％を占めています。内訳としては、

掛金収入が2,997億円、介護掛金収入が377億円などとなっています。

②厚年勘定

【財源の内訳】
（単位：百万円）

区分 金額 構成比率（％）
厚生年金給付事業収入 803,080 70.2%
職域年金給付事業収入 51 0.0%
運用収入 179,979 15.7%
補助金収入 148,379 13.0%
受入金 48 0.0%
事業外収入 71 0.0%
貸付回収金 11,979 1.0%

合計 1,143,586 100%

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【自己収入に関する説明】

　厚生年金給付事業収入が主となります。厚生年金給付事業収入の内訳は、

保険料収入が5,144億円、厚生年金交付金収入が2,868億円などとなっています。
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③退職等年金給付勘定

【財源の内訳】
（単位：百万円）

区分 金額 構成比率（％）
退職等年金給付事業収入 39,528 69.5%
運用収入 2,197 3.9%
受入金 9,881 17.4%
事業外収入 2 0.0%
貸付回収金 5,257 9.2%

合計 56,865 100%

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【自己収入に関する説明】

　退職等年金給付事業収入が主となります。すべて掛金収入となります。

④福祉勘定

【財源の内訳】
（単位：百万円）

区分 金額 構成比率（％）
福祉事業収入 207,364 97.3%
補助金等収入 2,079 1.0%
事業外収入 134 0.1%
借入金 3,573 1.7%

合計 213,151 100%

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【自己収入に関する説明】

　福祉事業収入が収入全体の97％を占めています。内訳として、保健事業収入

として掛金収入が87億円、医療事業収入が109億円、宿泊事業収入が57億円、

貯金事業収入が1,746億円、貸付事業収入74億円となっています。
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⑤共済業務勘定

【財源の内訳】
（単位：百万円）

区分 金額 構成比率（％）
受入金 6,696 95.7%
補助金収入 279 4.0%
業務外収入 23 0.3%

合計 6,997 100%

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【自己収入に関する説明】

　短期勘定・厚生年金勘定・退職等年金給付勘定からの受入金が収入全体の

96％を占めています。

 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

事業団は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき、女性の職業生

活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現に努めています。また、「障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律」に基づき、障害を理由とした不当な差別的取扱いの

禁止等、役員及び職員が適切に対応するために必要な事項を定め、障害の有無によって分け

隔てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いながら共存する社会の実現に努めてい

ます。 

その他、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づき、「環境物品等の

調達の推進を図る方針」を定め、できる限り環境への負担の少ない物品等の調達を行い、地

球温暖化対策としてエネルギーの使用量・温室効果ガスの削減にも取り組んでいます。 
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６ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

 

（１）リスク管理の状況 

 事業団は平成 26 年度の独立行政法人通則法の改正に伴い、平成 27 年度には助成業務方

法書及び共済運営規則に法令遵守等内部統制の体制を記載することが義務付けられたこと

により、「リスク管理規程」を制定し、リスク管理委員会の設置について定め、助成業務及

び共済業務において計画的な取り組みを実施しています。 

令和４年度のリスクの状況については、各部署にヒアリングを実施し、その結果をもとに、

各リスクの発生可能性や発生した場合の影響度を見直しました。 

また、既に対応しているものや、新たに発生したリスクの精査を行い「リスクマップ」及

び「リスク内容総括表」に反映させています。 

この内容については、リスク管理委員会を開催（令和４年 11 月）し、リスク管理につい

て検討・審議の上、リスクの評価結果を取り纏めました。 

リスク管理委員会での審議結果については、内部統制委員会を開催（令和４年 12月）し、

リスク管理委員会からの更新されたリスクマップ等の報告を基にリスク評価結果について

審議しました。 

審議された結果は、リスクの顕在化を防ぐため、リスクの内容と対応状況等を全役職員に

周知しています。 

 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

 リスク管理規程に基づき職員等は、重大なリスクの発生を認知したときは、速やかに必要

と認められる範囲内の初動対応及びリスク管理者（部長職、以下「管理者」という。）への

通報を行い、通報を受けた管理者は、総轄リスク管理者（理事（財務・共済総括担当））を

通じて、リスク管理責任者（理事（企画・総務担当）、以下「管理責任者」という。）に通報

します。通報に当たっては、迅速性を優先し、臨機の措置をとることとしています。 

 管理責任者は、事業団全体として取り組むべき重大なリスクの発生が認められる場合に

は、これを解決するために必要な措置を迅速かつ的確に講じ、速やかにリスク管理委員会に

報告します。 
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７　予算と決算との対比

①短期勘定
（単位：百万円）

予算 決算 差額理由
収入

343,776 337,442 加入者数の実績減

- 1,281 交付決定による増

216 130
343,992 338,853

支出
339,765 328,754 給付実績減

2,700 2,700
0 -

342,465 331,455

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②厚生年金勘定
（単位：百万円）

予算 決算 差額理由
収入

813,453 803,080 加入者数の実績減

60 51
145,460 179,979 実績増

148,349 148,379
受入金 - 48

160 71
貸付回収金 11,979 11,979

1,119,461 1,143,586
支出

963,237 929,733 給付実績減

41,628 37,732 給付実績減

13,744 13,548
運用諸費 6 4

0 -
29,300 15,100 実績減

1,047,915 996,117

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

長期貸付金
計

事業外支出

事業外収入

厚生年金給付事業費
職域年金給付事業費
繰入金

計

計

区分

事業外収入
補助金等収入
短期給付事業収入

事業外支出
繰入金
短期給付事業費

計

区分

厚生年金給付事業収入
職域年金給付事業収入
運用収入
補助金収入
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③退職等年金給付勘定
（単位：百万円）

予算 決算 差額理由
収入

40,311 39,528 加入者数の実績減

1,618 2,197
受入金 10,078 9,881

1 2
6,852 5,257 実績減

58,861 56,865
支出

2,672 1,854 実績減

329 329
0 -

長期貸付金 7,839 3,573 実績減

10,840 5,756

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

④福祉勘定
（単位：百万円）

予算 決算 差額理由
収入

209,692 207,364 実績減

補助金等収入 153 2,079 実績増

95 134
7,839 3,573 実績減

217,780 213,151
支出

176,396 176,577 実績増

17,909 16,402 節減等による減

長期貸付金 12 1
借入金償還 6,852 5,257 実績減

4 1
予備費 134 -
法人税、住民税及び事業税 1 1

201,308 198,239

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

区分

事業外収入

運用収入
退職等年金給付事業収入

繰入金
退職等年金給付事業費

貸付回収金
計

計

敷金・保証金

事業外支出

区分

福祉事業費
一般管理費

福祉事業収入

事業外収入

計

計
借入金
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⑤共済業務勘定
（単位：百万円）

予算 決算 差額理由
収入

6,696 6,696
279 279
26 23

7,001 6,997
支出

40 40
1,234 1,185

199 179
84 82

100 90
6,273 5,591 節減等による減

62 -
0 0

7,994 7,167

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

計

区分

業務外収入
補助金収入
受入金

福利費
職員給与
役員給与

計

退職給付金
一般管理費
業務管理費
予備費
敷金・保証金

 

 

詳細については、決算報告書をご参照ください。 

（事業団のホームページに掲載しております） 
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要約した財務諸表

（１）短期勘定

①　貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産 流動負債
現金及び預金（※1） 未払金
有価証券 その他
未収入金 固定負債
未収収益 支払準備金
その他

利益剰余金

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②　行政コスト計算書
（単位：百万円）

損益計算書上の費用
経常費用（※3）
臨時損失（※4）

行政コスト合計

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

③　損益計算書
（単位：百万円）

経常費用（A）（※3）
業務費
繰入金

経常収益（B）
掛金収入
介護掛金収入
補助金等収益
その他

臨時損失（C）（※4）
臨時利益（D）

当期総利益（B-A-C+D）（※5）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

1,796

８　財務諸表

金額資産の部 金額 負債の部

14,374

121,561 14,045
10,000 3,865
22,573

0
負債合計 32,284

純資産の部（※2）
123,647

純資産合計 123,647

155,930資産合計 155,930 負債純資産合計

金額

金額
345,866
331,455

2,700

14,411

345,866

13,671

6,658

37,663
1,281

252

155,930 17,910

14,411

338,853
299,656

331,455
328,754
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④　純資産変動計算書
（単位：百万円）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

⑤　キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C）

資金期首残高（E）

資金期末残高（D+E）（※1）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

資本金 資本剰余金 利益剰余金
当期首残高 116,989 116,989

純資産合計

6,482

当期変動額
当期純利益（※5） 6,658

当期末残高（※2） 123,647

金額

-
-

6,482

115,078

121,561

123,647

6,658
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（２）厚生年金勘定

①　貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産 流動負債
現金及び預金（※1） 未払金
有価証券 その他
未収入金
未収収益
その他 利益剰余金

固定資産
投資その他の資産

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②　行政コスト計算書
（単位：百万円）

損益計算書上の費用
経常費用（※3）
臨時損失（※4）

行政コスト合計

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

③　損益計算書
（単位：百万円）

経常費用（A）（※3）
業務費
繰入金

経常収益（B）
保険料収入
基礎年金交付金収入
厚生年金交付金収入
補助金等収益
受入金
財務収益
その他

臨時損失（C）（※4）
臨時利益（D）

当期総利益（B-A-C+D）（※5）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

1,438

179,979

25

48

53

150,618

286,751
148,379

636

4,548,616

3305,148
57,300

179,540 純資産の部（※2）

944
43,705 負債合計

金額

資産合計 4,549,563 負債純資産合計 4,549,563

4,548,616

3,951,896

11,974

金額

金額
981,042
981,017

981,042

1,131,607
514,377

981,017
967,469
13,548

資産の部 金額 負債の部

25

純資産合計

597,668 947

947
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④　純資産変動計算書
（単位：百万円）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

⑤　キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C）

資金期首残高（E）

資金期末残高（D+E）（※6）

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係
（単位：百万円）

現金及び預金（※1）
定期預金
資金期末残高（※6）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

△ 103,565

333,713

230,148

金額

230,148
△ 75,000

305,148

△ 29,878
△ 73,687

-

金額

当期末残高（※2） 4,548,616 4,548,616

150,618150,618

当期変動額
当期純利益（※5）

4,397,998
純資産合計

当期首残高 4,397,998
資本金 資本剰余金 利益剰余金
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（３）退職等年金給付勘定

①　貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産
現金及び預金（※1）

未収入金
未収収益
その他

固定資産
投資その他の資産

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②　行政コスト計算書
（単位：百万円）

損益計算書上の費用
経常費用（※3）
臨時損失（※4）

行政コスト合計

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

③　損益計算書
（単位：百万円）

経常費用（A）（※3）
業務費
繰入金

経常収益（B）
掛金収入
受入金
財務収益
その他

臨時損失（C）（※4）
臨時利益（D）

当期総利益（B-A-C+D）（※5）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

51,607
39,528

1,854
329

2,183

0

49,423

2,197
2
1

353,485

金額

2,183

資産合計 353,485 負債純資産合計

金額

1

2,184

347,765

純資産合計

2,184

5,719 利益剰余金
353,485

2,148
66

9,881

金額資産の部 金額 純資産の部（※2）
353,485

905
2,601
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④　純資産変動計算書
（単位：百万円）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

⑤　キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C）

資金期首残高（E）

資金期末残高（D+E）（※1）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

△ 49

954

905

47,267
△ 47,316

-

49,423

金額

当期末残高（※2） 353,485

当期純利益（※5）

353,485

49,423

304,061
純資産合計資本金 資本剰余金 利益剰余金

当期変動額
当期首残高 304,061
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（４）福祉勘定

①　貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産 流動負債
現金及び預金（※1） 加入者貯金
加入者貸付金 未払金
未収入金 その他
未収収益 固定負債
その他 長期借入金

固定資産 引当金
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産 資本剰余金

利益剰余金

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②　行政コスト計算書
（単位：百万円）

損益計算書上の費用
経常費用（※3）
臨時損失（※4）
法人税、住民税及び事業税（※5）

行政コスト合計

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

③　損益計算書
（単位：百万円）

経常費用（A）（※3）
業務費
その他

経常収益（B）
掛金収入
保険患者収入
施設収入
補助金等収益
財務収益
その他

臨時損失（C）（※4）
臨時利益（D）
法人税、住民税及び事業税（E）（※5）

当期総利益（B-A-C+D-E）（※6）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

資産の部 金額 負債の部 金額

85,844 1,279,665
114,663 1,293,685

20,590 4,041
2,785 9,979
4,381 14,757
1,063 9,268

5,489
39,675 負債合計 1,308,442

1,269,497

1,092 純資産の部（※2）
1,228,731 1,976

73,743

純資産合計 75,718

1,384,160

金額
29,333

資産合計 1,384,160 負債純資産合計

29,205
126

1

29,333

金額
29,205
29,200

5
32,532
8,695
9,711
5,462

1

3,280

2,079
4,373
2,212

126
82
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④　純資産変動計算書
（単位：百万円）

固定資産の取得

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

⑤　キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C）

資金期首残高（E）

資金期末残高（D+E）（※7）

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係
（単位：百万円）

現金及び預金（※1）
定期預金
資金期末残高（※7）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

72,438

△ 42

資本金 資本剰余金

当期変動額
当期首残高 1,934

利益剰余金 純資産合計
70,504

3,280

75,718

-

当期末残高（※2） 1,976 73,743

金額
13,341

△ 10,321

30,164

金額
85,844

△ 55,680

3,020

27,144

30,164

42
当期純利益（※6） 3,280
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（５）共済業務勘定

①　貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産 流動負債
現金及び預金（※1） 未払金
未収入金 その他
未収収益 固定負債
その他 引当金

固定資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

②　行政コスト計算書
（単位：百万円）

損益計算書上の費用
経常費用（※3）
臨時損失（※4）

行政コスト合計

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

③　損益計算書
（単位：百万円）

経常費用（A）（※3）
一般管理費

経常収益（B）
受入金
補助金等収益
財務収益
その他

臨時損失（C）（※4）
臨時利益（D）

当期総損失（△）（B-A-C+D）（※5）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

資産の部 金額 負債の部 金額

8,216 2,034
8,230 2,173

10 140
0

2,516
6,249 負債合計 4,689

3

純資産の部（※2）
5,090 資本剰余金
1,158

3,403
1 利益剰余金 6,387

純資産合計 9,790

資産合計 14,479 負債純資産合計 14,479

金額
7,730
7,730

1

7,730

金額
7,730
7,730
6,997
6,696

279
0

22

△ 731

1

3
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④　純資産変動計算書
（単位：百万円）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

⑤　キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー（A）

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）

財務活動によるキャッシュ・フロー（C）

資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C）

資金期首残高（E）

資金期末残高（D+E）（※1）

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

利益剰余金 純資産合計
7,156 10,521

42 △ 42

資本金 資本剰余金

当期変動額
当期首残高 3,365

固定資産の取得

△ 731

固定資産の除却 △ 4 4
当期純損失（※5） △ 731

9,790当期末残高（※2） 3,403 6,387

金額

△ 477

8,693

8,216

△ 1,187
-

710

 

詳細については、財務諸表をご参照ください。 

（事業団のホームページに掲載しております） 
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９ 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

 

（１）財務諸表の概要 

 

①短期勘定 

 

■貸借対照表 

    当年度末における資産は 1,559 億円であり、前年度末比 67 億円の増加となって

います。現金及び預金が 65 億円増加したことが主な要因となります。 

 

  ■行政コスト計算書 

    当年度の行政コストは 3,459 億円となっています。 

 

■損益計算書 

当年度の経常費用は 3,315 億円、経常収益は 3,389 億円であり、当期総利益は

67 億円となっています。 

経常費用の主なものは、保健給付が 1,533 億円、後期高齢者支援金が 754 億円と

なります。経常収益の主なものは、掛金収入が 2,997 億円、介護掛金収入が 377 億

円となります。 

 

  ■純資産変動計算書 

     当年度末の純資産は積立金が増加した結果、1,236 億円となります。 

 

  ■キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは共済掛金収入等の増加により 65 億円の資

金増加となり、期末残高は 1,216 億円となりました。 
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②厚生年金勘定 

 

■貸借対照表 

    当年度末における資産は 4 兆 5,496 億円であり、前年度末比 1,507 億円の増加

となっています。これは長期性預金が 2,643 億円増加したことによるものです。 

 

  ■行政コスト計算書 

    当年度の行政コストは 9,810 億円となっています。 

 

■損益計算書 

当年度の経常費用は 9,810 億円、経常収益は 1 兆 1,316 億円であり、当期総利

益は 1,506 億円となっています。 

経常費用の主なものは、厚生年金給付が 1,045 億円、共済年金給付が 2,219 億円

となります。経常収益の主なものは、保険料収入が 5,144 億円、厚生年金交付金収

入が 2,868 億円となります。 

 

  ■純資産変動計算書 

     当年度末の純資産は積立金が増加した結果、4兆 5,486 億円となります。 

 

  ■キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、拠出金等の増加により 299 億円の資金減

少となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入等の支出

の増加により 737 億円の資金減少となりました。これらによって 1,036 億円の資

金減少となり、期末残高は 2,301 億円となりました。 
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③退職等年金給付勘定 

 

■貸借対照表 

    当年度末における資産は 3,535 億円であり、前年度末比 494 億円の増加となっ

ています。長期性預金が 510 億円増加したことが主な要因となります。 

 

  ■行政コスト計算書 

    当年度の行政コストは 22億円となっています。 

 

■損益計算書 

当年度の経常費用は 22億円、経常収益は 516 億円であり、当期総利益は 494 億

円となっています。 

経常費用の主なものは、退職等年金給付が 19 億円となります。経常収益の主な

ものは、掛金収入の 395 億円となります。 

 

   ■純資産変動計算書 

     当年度末の純資産は積立金が増加した結果、3,535 億円となります。 

 

■キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、共済掛金収入により 473 億円の資金増加

となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、長期性預金の取得等の支出

により 473 億円の資金減少となりました。これらによって 0.5 億円の資金減少と

なり、期末残高は 9億円となりました。 
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④福祉勘定 

 

■貸借対照表 

当年度末における資産は 1 兆 3,842 億円であり、前年度末比 165 億円の増加と

なっています。長期性預金が 267 億円増加したことが主な要因となります。 

 

■行政コスト計算書 

当年度の行政コストは 293 億円となっています。 

 

   ■損益計算書 

当年度の経常費用は 292 億円、経常収益は 325 億円であり、当期総利益は 33 億

円となっています。 

経常費用の主なものは、業務経費が 78億円、職員給与が 67億円となります。経

常収益の主なものは、掛金収入が 87 億円、保険患者収入が 97 億円となります。 

 

   ■純資産変動計算書 

     当年度末の純資産は積立金等が増加した結果、757 億円となります。 

 

■キャッシュ・フロー計算書 

当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、主に貯金事業収入により 133 億

円の資金増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、長期性預金の

取得等の支出により 103 億円の資金減少となりました。これらによって 30億円の

資金増加となり、期末残高は 302 億円となりました。 
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⑤共済業務勘定 

 

■貸借対照表 

当年度末における資産は 145 億円であり、前年度末比 11 億円の減少となってい

ます。 

 

   ■行政コスト計算書 

当年度の行政コストは 77億円となっています。 

 

   ■損益計算書 

当年度の経常費用は 77 億円、経常収益は 70 億円であり、当期総損失は 7 億円

となっています。 

経常費用の主なものは、業務管理費が 49 億円、減価償却費が 14 億円となりま

す。経常収益の主なものは、受入金が 67 億円、補助金等収益が 3億円となります。 

 

   ■純資産変動計算書 

当年度末の純資産は当期純損失の計上に伴い、98億円となります。 

 

■キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、他勘定からの受入等の収入により 7億円

の資金増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の

取得等の支出により 12億円の資金減少となりました。これらによって 5億円の資

金減少となり、期末残高は 82億円となりました。 
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（２）財政状態及び運営状況について 

 

共済業務については、加入者等からの掛金及び保険料を基に各種事業を実施している

ため、適切な掛金率及び保険料率の設定を行い、加入者ニーズに応えていくことが重要な

課題となっています。少子高齢化の進展に伴う社会保障費の増加は、給付と負担の在り方

を問うものであり、事業団としては、この課題に応えるため、従来にも増して安定的な財

政運営の確保に努めることを目指します。 
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１０ 内部統制の運用に関する情報（内部統制システムの運用状況など） 

 

事業団は、理事長及び理事の職務の執行が、法又は他の法令に適合することを確保するた

めの体制その他業務の適正を確保するための体制を整備するとともに、継続的にその見直

しを図ることを業務方法書に定めていますが、財務に係る主な項目とその実施状況は次の

とおりです。 

 

＜内部統制の運用（助成業務方法書第 62 条、日本私立学校振興・共済事業団共済運営規

則第 35 条）＞ 

理事長及び理事の職務の執行及び事業団の業務の実施に当たり、法令を遵守し、事業

団の公共的使命及び中期目標等の達成を効率的に果たすために必要な体制を整備し、

運用することを推進するため、内部統制委員会を設置し、内部統制に関する必要な体制

の整備及び運用に関して審議しています。 

 

＜監事監査・内部監査（助成業務方法書第 68 条及び第 69 条、日本私立学校振興・共済

事業団共済運営規則第 35条）＞ 

監事は、業務の適正かつ能率的な運営を確保するとともに、会計の適正を期すること

を目的に、業務及び会計に関する監査を行います。監査結果については、監査報告書を

作成し、理事長に提出しており、改善を要する事項があると認めるときは報告書に意見

を付すことができます。 

また事業団は、監査室を設置し内部監査を実施するとともに、内部監査の結果に対す

る改善措置状況を理事長に報告しています。 

 

＜入札・契約に関する事項（助成業務方法書第 73条、日本私立学校振興・共済事業団

共済運営規則第 35条）＞ 

事業団は、入札及び契約に関する規程を整備するものとし、また、監事による監査及

び財務・共済総括担当理事を委員長とし、調達の方法等の検討及び決定を行う「調達

委員会」の設置等により、適切な契約事務の実施に努めています。 
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＜積立金等の管理及び運用＞ 

厚生年金保険法、積立金基本指針、日本私立学校振興・共済事業団法その他の法令の

定めを遵守し、「厚生年金保険給付積立金等の管理運用の方針」等を定めています。ま

た共済運営委員会の委員や有識者で構成する「資産運用検討委員会」を設置し、意見・

助言をもとに管理運用の方針を整備しつつ、安全かつ効率的な管理・運用に努めていま

す。 
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１１ 法人の基本情報  

 

（１）沿革 

  年 月 主    な    出    来    事 

大正13年 7月 (財)私学恩給財団設立（大正13年7月24日） 

昭和26年12月 (財)私学振興会設立（昭和26年12月28日）（文部大臣認可） 

   

 
旧日本私学振興財団 旧私立学校教職員共済組合 

27年 3月 （私立学校振興会法（法律第11号）公布）  

 財団法人私学振興会の事業の一部を引き継ぎ、

特殊法人私立学校振興会設立（昭和27年3月28

日） 

 

4月   (財)私学振興会を(財)私学教職員共済会に名

称変更（昭和27年4月1日） 

11月 貸付事業開始  

28年 8月  （私立学校教職員共済組合法（法律第245号）公

布） 

29年 1月   (財)私学恩給財団及び(財)私学教職員共済会

を解散し、特殊法人私立学校教職員共済組合設

立（昭和29年1月1日） 

2月 助成金を私立学校教職員共済組合に交付開始  

31年 9月  都道府県事務委嘱制の開始 

10月 貸付財源として私立学校教職員共済組合から借

入開始 

 

11月 助成金を私学研修福祉会に交付開始  

32年 5月  宿泊所第１号として東京宿泊所「さかき荘」を開

設し、宿泊事業開始 

6月  直営医療機関「下谷病院」を開設し、医療事業開

始 

34年 7月  保健事業開始 

35年 7月  貸付制度を創設 

8月  貸付事業開始 

36年 4月  国民皆年金制度の確立 

11月  通算年金制度の創設 

39年 3月 貸付財源として財政投融資資金借入開始（私立

学校振興会法の一部改正（昭和38年3月30日法律

第51号）） 

 

42年 9月 寄付金（指定寄付金）事業開始（昭和42年3月31

日付大蔵省告示第38号の第3号による免税措置） 

 

43年 8月  審査会発足 

45年 5月 （日本私学振興財団法（法律第69号）公布）  

7月 特殊法人私立学校振興会を解散し、 

特殊法人日本私学振興財団設立（昭和45年7月1

日）（私立学校振興会の一切の権利義務を承継） 

私立大学等経常費補助金交付事業開始 

私立学校の経営に関する調査研究、相談、指導事

業開始 

 

46年10月  付加給付を創設 



- 45 - 

 

  年 月 主    な    出    来    事 

47年 5月 

  

沖縄本土復帰に伴い、沖縄私学が私学共済に加

入 

49年 4月  適用除外校の加入（68法人130校 

21,378人） 

6月  任意継続組合員制度の創設 

50年 7月 （私立学校振興助成法（法律第61号）公布、昭和

51年4月1日施行） 

 

11月 学術研究振興基金事業開始  

54年11月  貯金事業の開始 

57年10月  会館に共済業務課を設置 

オンラインサービスを開始 

58年 2月  老人保健制度の創設 

61年 4月  新年金制度施行 

基礎年金制度の導入 

平成元年10月  積立共済年金制度を導入 

12月  65歳からの在職年金支給措置 

5年 4月  共済定期保険事業を開始 

9年 5月 （日本私立学校振興･共済事業団法(法律第48号)公布） 

7月  健康介護情報サービス事業を開始 

10年 1月 特殊法人日本私学振興財団解散 特殊法人私立学校教職員共済組合解散 

  

10年 1月 特殊法人日本私立学校振興・共済事業団設立（平成10年1月1日） 

（日本私学振興財団と私立学校教職員共済組合の一切の業務及び権利義務を承継） 

12年 4月 介護保険制度の創設 

13年11月 私学事業団総合運動場を開設 

 貸付財源として私学振興債券の発行を開始 

12月 直営医療機関「下谷病院」を閉院 

14年 4月 直営医療機関「東京臨海病院」を開設 

12月 （日本私立学校振興･共済事業団法の一部を改正する法律(法律第157号)公布、平成15年10月1日施

行） 

15年 4月 

10月 

松島宿泊所及び有馬宿泊所を廃止 

助成業務に独立行政法人に準じた管理手法を導入 

17年10月 

11月 

学校法人活性化・再生研究会を設置（平成19年8月1日最終報告） 

白浜宿泊所を廃止 

18年11月 蔵王保養所及び那須保養所を廃止 

19年 3月 別府宿泊所、皆生保養所及び道後保養所を廃止 

20年 4月 後期高齢者医療制度の創設 

特定健康診査・特定保健指導を開始 

27年10月 被用者年金制度の一元化により、厚生年金の実施機関となる 

退職等年金給付制度の創設 

令和2年 4月 授業料等減免費交付事業開始 

 

【中期目標】（助成業務のみ適用） 

第１期中期目標期間 平成 15年 4月～平成 20年 3 月 

第２期中期目標期間 平成 20年 4月～平成 25年 3 月 

第３期中期目標期間 平成 25年 4月～平成 30年 3 月 

第４期中期目標期間 平成 30年 4月～令和 5年 3月 
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（２）設立に係る根拠法 

日本私立学校振興・共済事業団法（平成 9年法律第 48号） 

 

 

（３）主務大臣 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局私学部） 
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（４）組織図（令和 5年 3月 31 日現在）  
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（５）事務所の所在地 

本部・振興事業本部：東京都千代田区富士見 1丁目 10番 12 号 

  共 済 事 業 本 部 ：東京都文京区湯島 1丁目 7番 5号 

 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

該当はありません。 

 

（７）主要な財務データの経年比較

①短期勘定
（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
資産 97,407 117,103 143,663 149,202 155,930
負債 28,951 30,021 30,361 32,213 32,284
純資産 68,456 87,083 113,302 116,989 123,647
行政コスト - 315,316 318,233 344,536 345,866
経常費用 292,715 302,524 305,858 330,912 331,455
経常収益 301,495 321,662 331,743 335,842 338,853
当期総利益又は当期総損失（△） 8,449 18,627 26,219 3,687 6,658

（注）百万円未満の端数を四捨五入しています。

②厚生年金勘定
（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
資産 3,981,257 4,076,925 4,240,128 4,398,880 4,549,563
負債 692 836 898 881 947
純資産 3,980,564 4,076,088 4,239,230 4,397,998 4,548,616
行政コスト - 907,309 937,721 982,696 981,042
経常費用 881,802 907,188 937,672 982,682 981,017
経常収益 970,020 1,002,717 1,100,812 1,141,382 1,131,607
当期総利益又は当期総損失（△） 88,276 95,524 163,142 158,768 150,618

（注1）百万円未満の端数を四捨五入しています。
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③退職等年金給付勘定
（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
資産 157,807 206,191 255,025 304,061 353,485
負債 0 - - - -
純資産 157,806 206,191 255,025 304,061 353,485
行政コスト - 1,102 1,445 1,833 2,184
経常費用 834 1,102 1,444 1,832 2,183
経常収益 48,399 49,486 50,279 50,870 51,607
当期総利益又は当期総損失（△） 47,565 48,384 48,834 49,037 49,423

（注）百万円未満の端数を四捨五入しています。

④福祉勘定
（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
資産 1,264,507 1,298,317 1,332,964 1,367,666 1,384,160
負債 1,200,552 1,231,159 1,263,179 1,295,228 1,308,442
純資産 63,955 67,158 69,785 72,438 75,718
行政コスト - 31,580 27,522 28,680 29,333
経常費用 31,653 31,481 27,401 28,611 29,205
経常収益 36,041 34,675 30,062 31,275 32,532
当期総利益又は当期総損失（△） 4,362 3,203 2,627 2,653 3,280

（注）百万円未満の端数を四捨五入しています。

⑤共済業務勘定
（単位：百万円）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
資産 15,995 15,952 16,004 15,606 14,479
負債 5,161 5,129 4,999 5,085 4,689
純資産 10,834 10,823 11,005 10,521 9,790
行政コスト - 7,391 7,278 7,596 7,730
経常費用 6,553 7,388 7,272 7,592 7,730
経常収益 6,922 7,379 7,444 7,103 6,997
当期総利益又は当期総損失（△） 371 △ 11 181 △ 484 △ 731

（注）百万円未満の端数を四捨五入しています。
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（８）翌事業年度に係る予算及び資金計画

①短期勘定

【予算】
（単位：百万円）

金額 金額
347,859 358,027

補助金収入 180 繰入金 2,845
187 0

348,226 360,872

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【資金計画】
（単位：百万円）

金額 金額
117,959 357,196
347,524 2,845

180 204
167 105,584

465,829 465,829

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【（参考）予定損益計算書】
（単位：百万円）

金額 金額
経常収益 348,226 経常費用 360,872

掛金収入 310,964 業務費 358,027
介護掛金収入 36,840 繰入金 2,845
退職者給付拠出金還付金収入 56 雑損 0
補助金等収益 180 臨時損失
財務収益 4 支払準備金繰入 16,040
雑益 182

臨時利益
支払準備金戻入 15,172

当期総損失 13,514
376,912 376,912

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

収入

収入

支出

合計
翌年度への繰越金
その他支出
繰入金
短期給付事業費

支出

合計

短期給付事業収入

事業外収入
合計

事業外支出

その他収入
補助金収入
短期給付事業収入

短期給付事業費

合計合計

費用収益

合計

前年度よりの繰越金
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②厚生年金勘定

【予算】
（単位：百万円）

金額 金額
厚生年金給付事業収入 840,933 厚生年金給付事業費 974,272
職域年金給付事業収入 49 職域年金給付事業費 43,527
運用収入 172,928 繰入金 13,977
補助金収入 148,446 運用諸費 7
事業外収入 132 事業外支出 0

23,692 長期貸付金 19,300
貸付回収金 11,099

1,197,279 1,051,083

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【資金計画】
（単位：百万円）

金額 金額
前年度より繰越金 419,978 厚生年金給付事業費 974,272
厚生年金給付事業収入 839,482 職域年金給付事業費 43,527
職域年金給付事業収入 93 繰入金 13,977
補助金収入 148,322 長期貸付金 19,300
貸付回収金 11,099 投資 75,723
投資回収金 40,934 運用諸費 7
運用収入 76,525 その他支出 867

23,692 翌年度への繰越金 433,383
その他収入 930

1,561,056 1,561,056

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【（参考）予定損益計算書】
（単位：百万円）

金額 金額
経常収益 1,162,488 経常費用 1,031,783

保険料収入 547,180 業務費 1,017,805
基礎年金交付金収入 975 繰入金 13,977
厚生年金交付金収入 292,287 雑損 0
退職一時金等返還金収入 540 当期総利益 130,705
補助金等収益 148,446
財務収益 172,928
雑益 132

1,162,488 1,162,488合計 合計

収入 支出

不動産売却収入

収入 支出

合計 合計

合計 合計

収益 費用

不動産売却収入
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③退職等年金給付勘定

【予算】
（単位：百万円）

金額 金額
退職等年金給付事業収入 41,107 退職等年金給付事業費 3,426
運用収入 1,817 繰入金 331
受入金 10,277 事業外支出 0
事業外収入 2 長期貸付金 7,718
貸付回収金 6,206

59,408 11,475

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【資金計画】
（単位：百万円）

金額 金額
前年度より繰越金 1,121 退職等年金給付事業費 3,426
退職等年金給付事業収入 41,058 繰入金 331
貸付回収金 6,206 長期貸付金 7,718
運用収入 224 投資 46,132
受入金 10,277 その他支出 0
その他収入 0 翌年度への繰越金 1,279

58,886 58,886

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【（参考）予定損益計算書】
（単位：百万円）

金額 金額
経常収益 53,202 経常費用 3,757

掛金収入 41,107 業務費 3,426
受入金 10,277 繰入金 331
財務収益 1,817 雑損 0
雑益 2 当期総利益 49,445

53,202 53,202

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

収益 費用

合計 合計

収入 支出

収入 支出

合計 合計

合計 合計
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④福祉勘定

【予算】
（単位：百万円）

金額 金額
保健事業収入 9,025 保健事業費 3,193
医療事業収入 14,366 医療事業費 4,917
宿泊事業収入 7,656 宿泊事業費 3,019
貯金事業収入 166,837 貯金事業費 164,665
貸付事業収入 6,505 貸付事業費 7,849
補助金等収入 136 職員給与 7,805
借入金 7,718 福利費 1,243
事業外収入 93 退職給付金 407

業務管理費 9,717
予備費 134
長期貸付金 12
借入金償還 6,206
敷金・保証金 4
法人税、住民税及び事業税 1

212,336 209,173

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【資金計画】
（単位：百万円）

金額 金額
前年度より繰越金 92,743 保健事業費 3,193
保健事業収入 9,056 医療事業費 5,819
医療事業収入 14,005 宿泊事業費 3,014
宿泊事業収入 7,565 貯金事業費 164,661
貯金事業収入 162,863 貸付事業費 7,851
貸付事業収入 6,503 一般管理費 18,301
補助金等収入 136 長期貸付金 12
借入金 7,718 借入金償還 6,206
その他収入 2,290 その他支出 2,038

予備費 134
翌年度への繰越金 91,650

302,880 302,880

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

収入 支出

合計 合計

収入 支出

合計 合計
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【（参考）予定損益計算書】
（単位：百万円）

金額 金額
経常収益 35,830 経常費用 34,639

掛金収入 8,973 業務費 34,635
保険患者収入 13,279 雑損 4
一般患者収入 960 法人税、住民税及び事業税 1
施設収入 7,251 当期総利益 1,259
販売収入 280
委託収入 101
貸付金利息 283
保険料充当金収入 15
保険手数料収入 322
補助金等収益 136
財務収益 3,980
雑益 250

臨時利益
貸倒引当金戻入 69

35,899 35,899

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

合計 合計

収益 費用
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⑤共済業務勘定

【予算】
（単位：百万円）

金額 金額
受入金 6,877 役員給与 40
補助金収入 256 職員給与 1,249
業務外収入 26 福利費 196

退職給付金 82
一般管理費 147
業務管理費 6,259
予備費 62
敷金・保証金 0

7,159 8,037

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【資金計画】
（単位：百万円）

金額 金額
前年度より繰越金 7,180 一般管理費 7,997
受入金 6,877 その他支出 14
補助金収入 256 予備費 62
その他収入 41 翌年度への繰越金 6,280

14,354 14,354

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

【（参考）予定損益計算書】
（単位：百万円）

金額 金額
経常収益 7,158 経常費用

受入金 6,877 一般管理費 8,142
補助金等収益 256 臨時損失
財務収益 0 固定資産除却損 1
雑益 26

当期総損失 984
8,142 8,142

（注）百万円未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

　　

合計 合計

収入 支出

合計 合計

収益 費用

収入 支出

合計 合計
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１２ 参考情報  

 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

  ①貸借対照表 

   ■資産の部 

    現金及び預金：現金、普通預金、定期預金 

    有 価 証 券：譲渡性預金等 

未 収 入 金：掛金等、施設収入などの利益勘定に属する収入において、その債権

が確定し、その受領期日が到来しているにもかかわらず未だ入金さ

れない場合にその債権額を表示するための勘定 

未 収 収 益：預金利息、有価証券利息等のうち支払期日が未到来のものにかかる

今期分の収益 

加入者貸付金：加入者への一般貸付、教育貸付、結婚貸付、住宅貸付、災害貸付、

医療・介護貸付の貸付金 

その他（流動資産）：社会保険診療報酬支払基金との契約及び覚書に基づく支払基金委

託金、翌年度に回収する１年以内回収長期貸付金など 

有形固定資産：建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品及び土地とい

った長期にわたって使用又は利用する有形の固定資産 

無形固定資産：ソフトウェア（開発中で完成までの間は「ソフトウェア仮勘定」）

といった長期にわたって使用又は利用する無形の固定資産 

投資その他の資産：信託銀行等が事業団との金銭及び有価証券の信託契約により運用

している長期性預金など 

 

   ■負債の部 

未 払 金：事業に伴う費用で支払期日が到来しているにもかかわらず、その支

払いを完了しない債務額を表示して処理する勘定 

加入者貯 金：貯金経理における加入者の貯金の受入・払出を処理する勘定 

その他（流動負債）：短期勘定における任意継続加入事前申込者からの振込分掛金、貯金

経理における加入者貯金にかかる学校法人等からの事前送金分等

の前受金、福祉勘定及び共済業務勘定における 3 月分超過勤務手当

等の未払費用など 

支払準備 金：短期給付額（医療給付）の支払いは、受診から 2 か月遅れで支払

い、掛金は 1 か月遅れで納入されるため、決算時点では 2 か月分の

債務と 1 か月分の債権があることになり、この差の 1 か月分の支払

いに備えるため、財会省令第 33 条第 2 項に基づき、当該事業年度

における短期給付総額の 1/12 に相当する額を計上 
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長期借入 金：福祉勘定において加入者貸付事業の財源として退職等年金給付勘

定から借入れた長期貸付金 

引 当 金：退職金の支払いに備え、退職給付会計に基づき計上した引当金 

 

   ■資本の部 

資本剰余 金：福祉勘定及び共済業務勘定における、補助金や助成金等をもって取

得した固定資産に対して、当該固定資産の価額に相当する金額を積

み立てている別途積立金 

利益剰余 金：当事業年度末の利益積立金 

 

 

②行政コスト計算書 

経 常 費 用：事業活動により発生した費用 

臨 時 損 失：固定資産除却損、財産処分損、過年度における損益の修正による臨

時損失など 

法人税、住民税及び事業税：当該年度の法人住民税 

  行政コス ト：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコス

トの性格を有するとともに、業務運営に関して国民の負担に帰せら

れるコストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

 

③損益計算書 

 ■経常費用 

業 務 費：業務に要した費用 

一般管理 費：管理部門で要した費用 

繰 入 金：他勘定へ繰入れた資金 

その他（経常費用）：70 歳以上 75 歳未満の加入者にかかる本人負担分の一割相当額の

支払い、医療経理と宿泊経理における貸倒引当金の当期末時点の所

要額の繰入、貸倒損失等の雑損 

 

 

 ■経常収益 

掛 金 収 入：加入者および学校法人等から徴収した共済制度運営に必要な掛金

収入 

介護掛金収入：介護保険法および共済法の規定により徴収する掛金収入 
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保険料収 入：加入者および学校法人等から徴収した厚生年金制度運営に必要な

保険料収入 

基礎年金交付金収入：国民年金の管掌者である政府から交付される、事業団が支給する旧

共済組合法による年金給付のうち基礎年金相当分の給付費に相当

する額 

厚生年金交付金収入：事業団が支給する厚生年金、及び共済年金の厚生年金相当部分の給

付に充てるための財源として国から交付される 

補助金等収益：国、地方自治体及び公共団体から交付される補助金 

財 務 収 益：事業団の資産を運用して得た収益 

保険患者収入：東京臨海病院における健康保険による受診者にかかる収入 

施 設 収 入：福祉事業の一環として経営している施設の宿泊料・飲食料等の売上 

受 入 金：他勘定から受入れた資金 

その他（経常収益）：事業雑収入、事業外雑収入、70 歳以上 75 歳未満の加入者にかかる

本人負担分の一割相当額の国からの収入、手数料、賃貸料等の雑益

など 

臨 時 損 益：固定資産売却損、固定資産売却益、固定資産除却損、財産処分損、

過年度における損益の修正による臨時損失・臨時利益等 

法人税、住民税及び事業税：当該年度の法人住民税 

当期総利益・当期総損失：当該年度の総利益・総損失 

 

 

④純資産変動計算書 

  当期首残 高：前年度の貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

  当期変動 額：項目ごとの当年度の純資産の変動額 

  当期末残 高：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

■業務活動によるキャッシュ・フロー 

通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、保険料・共済掛金徴収、短期給付、

年金等給付、福祉事業等による収入、支出が該当 

 

■投資活動によるキャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得による支出、売却等による収入、定期預金等の預入に

よる支出、払戻による収入が該当 
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■財務活動によるキャッシュ・フロー 

該当なし 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

事業団では、法人のご案内や、各事業の情報など、さまざまな内容を迅速にお届けするた

め、定期刊行物等をホームページに掲載しております。 

 

◆事業団ホームページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆パンフレット・定期刊行物 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総合パンフレット＞     ＜月報私学＞       ＜今日の私学財政＞ 

 


